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滋労発基 0708 第 1 号 

令和 2 年 7 月 8 日 

 
 
 

滋賀地方最低賃金審議会 
会長  中  睦  殿 

 
 
 

滋賀労働局長 
待鳥 浩二 

 
 
 

最低賃金の改正決定について（諮問） 
 
 
最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）第 12 条の規定に基づき、滋賀県最低

賃金（昭和 55 年滋賀労働基準局最低賃金公示第 3号）の改正決定について、貴

会の調査審議をお願いする。 

 

○写  
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（円）

費　　目
平成28年４月
（集計世帯96）

平成29年４月
（集計世帯96）

平成30年４月
（集計世帯96）

平成31年４月
（集計世帯96）

食 料 費 25,880 27,150 27,270 24,170

住居関係費 34,870 61,760 37,230 76,740

被服・履物費 5,260 2,410 3,310 1,830

雑 費 Ⅰ 38,780 38,660 38,290 41,190

雑 費 Ⅱ 6,590 7,410 5,220 4,790

計 111,380 137,390 111,320 148,720

大津市における費目別標準生計費（１人）の推移

【標準生計費算定方法の概要】

標準生計費は、大津市における最も標準的な生活水準を求めるため、「家計調査」（総務
省）等に基づき、次の方法により算定した。
標準生計費の費目の内訳
食 料 費 ……食料
住居関係費 ……住居、光熱・水道、家具・家事用品
被服・履物費……被服および履物

雑 費 Ⅰ……保健医療、交通・通信、教育、教養娯楽
雑 費 Ⅱ……その他の消費支出（諸雑費、こづかい、交際費、仕送り金）

１人世帯については、平成26年の「全国消費実態調査」（総務省）の単身勤労者世帯に係
る資料を基に人事院が作成した各費目標準生計費を大津市に置き換えて算定した。
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【賃金】

(前年同時期)

3月13日
（3月13日発表）

3月19日
（3月19日発表）

4月2日
（4月6日発表）

5月7日
（5月11日発表）

6月2日
（6月5日発表）

7月2日
（7月6日発表）

7月2日
（7月5日発表）

1.91％ 1.84％ 1.94％ 1.93％ 1.90％ 1.90％ 2.07％

全体計 5,841円 5,880円 5,761円 5,683円 5,536円 5,506円 5,997円

(577組合) (1,051組合) (2,277組合) (3,123組合) (4,321組合) (4,807組合) (5,405組合)

3月13日
（3月13日発表）

3月19日
（3月19日発表）

4月2日
（4月6日発表）

5月7日
（5月11日発表）

6月2日
（6月5日発表）

7月2日
（7月6日発表）

7月2日
（7月5日発表）

2.05％ 2.03％ 1,093.00％ 1.91％ 1.81％ 1.81％ 1.94％

300人未満 5,255円 5,163円 4,808円 4,725円 4,512円 4,464円 4,765円

(280組合) (579組合) (1,453組合) (2,119組合) (3,052組合) (3,456組合) (3,980組合)

3月13日
（3月13日発表）

3月19日
（3月19日発表）

4月2日
（4月6日発表）

5月7日
（5月11日発表）

6月2日
（6月5日発表）

7月2日
（7月6日発表）

7月2日
（7月5日発表）

1.91％ 1.94％ 1.94％ 1.93％ 1.91％ 1.91％ 2.09％

300人以上 5,855円 5,909円 5,839円 5,788円 5,677円 5,663円 6,199円

(297組合) (472組合) (824組合) (1,004組合) (1,269組合) (1,351組合) (1,425組合)

5月21日 4月23日

大手企業 2.17％ 2.46％

7,297円 8,310円

(86社) (60社)

6月12日 6月18日

中小企業 1.72％ 1.87％

4,471円 4,764円

(201社) (203社)

5月13日
（5月31日発表）

5月13日
（5月25日発表）

1.97％ 2.17％

6,208円 6,763円

(378社) (467社)

2020年　各集計機関別集計状況

● 連　合（平均賃金方式、加重平均）

　　　   （平均賃金方式、300人未満、加重平均）

　　　   （平均賃金方式、300人以上、加重平均）

○ 経団連（原則として東証一部上場、従業員500人以上、主要21業種大手251社、加重平均）

         （従業員500人未満、17業種752社、加重平均）

■ 日経新聞（賃金動向調査）
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【年間一時金】

● 連　合（加重平均、回答集計） (前年同時期)

5月7日
（5月11日発表）

6月2日
（6月5日発表）

7月2日
（7月6日発表）

7月2日
（7月5日発表）

4.92月 4.83月 4.79月 4.86月
(1,528組合) (1,795組合) (2,145組合) (2,558組合)

1,589,259円 1,586,314円 1,533,681円 1,531,983円
(731組合) (1,086組合) (1,423組合) (1,464組合)

○ 経団連

　なし

 月  日

－

－

－

5月7日
（5月11日発表）

6月2日
（6月5日発表）

7月2日
（7月6日発表）

7月2日
（7月5日発表）

2.36月 2.28月 2.22月 2.45月
(1,211組合) (1,644組合) (2,590組合) (2,483組合)

654,899円 680,033円 655,452円 699,685円
(686組合) (1,191組合) (2,125組合) (1,718組合)

6月17日 6月11日

－ －

－ －

925,947円 971,777円
(86社) (83社)

5月13日
（5月31日発表）

5月13日
（5月25日発表）

回答月数 － －

回答額 781,287円 850,815円
(180社) (209社)

回答月数

回答額

■ 日経新聞（賃金動向調査）

回答額

【夏季一時金】

● 連　合（季別、加重平均、回答集計）

回答月数

回答額

○ 経団連（原則として東証一部上場、従業員500人以上、主要21業種大手251社、加重平均）

回答月数

2020年　各集計機関別集計状況

回答月数

回答額

■ 日経新聞（上場企業等、加重平均、回答・妥結状況）
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最近の雇用失業情勢  

（令和２年５月分） 

        滋賀労働局職業安定部 

有効求人・求職の状況 
５月の有効求人倍率(季節調整値)は、0.93倍と前月を 0.15ポイント下回った。 
正社員の有効求人倍率(原数値)は、0.57倍と前年同月を 0.25ポイント下回った。 
就業地別有効求人倍率（季節調整値）は、1.13倍と前月を 0.18ポイント下回った。 
有効求人数(季節調整値)は、18,378人で前月比 12.0%減少となった。 
有効求職者数(季節調整値)は、19,753人で前月比 1.8%増加となった。 
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有効求人・求職・倍率状況 （ﾊﾟｰﾄ含む、月次は季節調整値、年度は原数値平均）

有効求人数(季) 有効求職者数（季） 有効求人倍率（季） 正社員求人倍率（原）

（倍）（人）

 

新規求人の状況 
５月の新規求人倍率(季節調整値)は、1.33倍と前月を0.13ポイント下回った。 
新規求人数(原数値)は、5,514 人で前年同月比 35.2%の減少となった。学術研究,専門・

技術サービス業で 11.8%の増加となったが、建設業で 9.3%、製造業で 57.3%、情報通信

業で 70.2%、運輸業,郵便業で 31.4%、卸売業,小売業で 27.8%、宿泊業,飲食サービス業

で 72.5%、生活関連サービス業,娯楽業で 56.3%、教育,学習支援業で 26.3%、医療,福祉

で 17.5%、サービス業で 37.0%の減少となった。 
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新規求人の雇用形態別の状況 
５月の新規求人数を雇用形態別に前年同月と比較すると、正社員求人は32.9%の減
少、非正社員求人は36.6%の減少となった。非正社員求人のうちパート求人は32.0%
の減少となった。 
正社員求人が全体の新規求人に占める割合をみると、前年同月より1.4ポイント上
昇し40.6%となった。 

 

 

新規求職者等の状況 
５月の新規求職者数(原数値)は、4,470人で前年同月比7.2%減少と４か月連続で減
少となった。このうちパートを除く常用の新規求職申込件数は、2,752件で前年同
月比2.3%の減少となった。 
常用求職者数を態様別に前年同月と比較すると、在職者（26.5%減）、定年到達者
（6.6%減）、事業主都合離職者（58.1%増）、自己都合離職者（2.4%減）、無業者
（24.8%減）となった。 
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１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

昭和38年 1.15 1.08 1.14 1.19 1.24 1.42 1.25 1.27 1.28 1.46 1.86 1.50
昭和39年 1.31 1.38 1.49 1.53 1.47 1.61 1.74 1.64 1.80 1.68 1.68 1.56
昭和40年 1.47 1.55 1.53 1.46 1.45 1.33 1.24 1.19 1.04 1.08 1.04 1.09
昭和41年 1.06 1.07 1.01 1.02 1.03 1.03 1.08 1.17 1.19 1.36 1.24 1.30
昭和42年 1.41 1.55 1.61 1.66 1.82 1.79 1.86 1.83 1.95 2.01 2.05 2.01
昭和43年 2.09 2.03 1.89 2.00 1.98 1.85 1.90 1.88 2.18 2.24 2.21 2.14
昭和44年 2.18 2.37 2.49 2.54 2.59 2.73 2.39 2.38 2.61 2.81 2.56 2.29
昭和45年 2.69 2.65 2.54 2.47 2.25 2.10 2.25 2.17 2.07 2.06 1.97 2.03
昭和46年 1.80 1.67 1.72 1.65 1.56 1.56 1.67 1.62 1.56 1.55 1.62 1.69
昭和47年 1.50 1.52 1.50 1.62 1.61 1.71 1.73 1.89 1.94 2.12 2.12 2.48
昭和48年 2.66 2.58 2.66 2.72 2.93 2.96 3.16 2.89 3.07 2.98 3.00 2.76
昭和49年 2.80 2.68 2.68 2.34 2.23 1.93 1.67 1.48 1.35 1.16 0.95 0.78
昭和50年 0.73 0.66 0.65 0.67 0.66 0.65 0.68 0.67 0.68 0.69 0.72 0.72
昭和51年 0.76 0.82 0.83 0.85 0.85 0.91 0.87 0.87 0.93 0.89 0.87 0.82
昭和52年 0.78 0.75 0.70 0.73 0.68 0.66 0.65 0.67 0.65 0.63 0.63 0.61
昭和53年 0.63 0.63 0.62 0.61 0.63 0.65 0.70 0.70 0.71 0.74 0.74 0.80
昭和54年 0.82 0.85 0.90 0.92 0.97 0.93 1.00 1.05 0.98 1.00 1.01 0.97
昭和55年 0.99 0.94 0.96 0.94 0.92 0.96 0.91 0.90 0.86 0.84 0.86 0.86
昭和56年 0.83 0.89 0.77 0.78 0.78 0.75 0.79 0.80 0.85 0.85 0.82 0.84
昭和57年 0.81 0.81 0.81 0.77 0.73 0.73 0.67 0.69 0.68 0.65 0.66 0.67
昭和58年 0.67 0.66 0.66 0.67 0.70 0.72 0.71 0.75 0.73 0.81 0.85 0.87
昭和59年 0.92 0.94 0.95 0.90 0.91 0.91 0.93 0.91 0.93 0.87 0.91 0.92
昭和60年 0.90 0.94 0.94 0.93 0.94 0.94 0.90 0.88 0.85 0.82 0.80 0.79
昭和61年 0.79 0.78 0.79 0.77 0.72 0.71 0.73 0.72 0.71 0.73 0.73 0.75
昭和62年 0.75 0.76 0.75 0.75 0.81 0.84 0.90 0.88 0.96 1.04 1.15 1.10
昭和63年 1.15 1.17 1.23 1.35 1.35 1.20 1.26 1.38 1.43 1.42 1.46 1.43
平成元年 1.42 1.40 1.47 1.53 1.56 1.55 1.47 1.52 1.61 1.59 1.61 1.53
平成２年 1.64 1.72 1.74 1.72 1.73 1.77 1.90 1.85 1.85 1.76 1.78 1.85
平成３年 1.89 1.87 1.90 1.86 1.81 1.84 1.79 1.69 1.62 1.58 1.57 1.50
平成４年 1.41 1.34 1.27 1.21 1.21 1.16 1.19 1.12 1.05 1.03 0.99 0.93
平成５年 0.91 0.92 0.88 0.86 0.82 0.78 0.76 0.73 0.69 0.66 0.65 0.64
平成６年 0.64 0.61 0.61 0.62 0.64 0.66 0.67 0.69 0.73 0.72 0.71 0.70
平成７年 0.67 0.71 0.67 0.65 0.65 0.64 0.64 0.63 0.62 0.62 0.64 0.65
平成８年 0.71 0.73 0.79 0.78 0.79 0.78 0.78 0.81 0.84 0.86 0.87 0.87
平成９年 0.85 0.86 0.86 0.87 0.90 0.88 0.85 0.83 0.79 0.80 0.76 0.72
平成10年 0.69 0.64 0.59 0.56 0.53 0.52 0.49 0.48 0.47 0.45 0.46 0.44
平成11年 0.44 0.43 0.44 0.43 0.40 0.42 0.43 0.43 0.45 0.47 0.50 0.53
平成12年 0.52 0.56 0.56 0.57 0.58 0.64 0.70 0.73 0.75 0.76 0.77 0.77
平成13年 0.75 0.73 0.70 0.67 0.63 0.60 0.57 0.56 0.52 0.48 0.45 0.44
平成14年 0.43 0.46 0.51 0.52 0.53 0.55 0.55 0.56 0.56 0.57 0.56 0.58
平成15年 0.60 0.61 0.63 0.62 0.63 0.61 0.63 0.65 0.72 0.77 0.82 0.86
平成16年 0.91 0.92 0.92 0.94 0.98 1.02 1.00 1.02 1.01 1.06 1.07 1.03
平成17年 0.98 0.96 0.98 1.00 1.01 1.05 1.08 1.08 1.07 1.09 1.12 1.17
平成18年 1.20 1.25 1.29 1.29 1.32 1.32 1.35 1.33 1.29 1.29 1.27 1.28
平成19年 1.31 1.29 1.32 1.38 1.35 1.36 1.32 1.28 1.26 1.26 1.28 1.27
平成20年 1.27 1.21 1.14 1.14 1.13 1.04 0.97 0.96 0.92 0.89 0.78 0.69
平成21年 0.56 0.48 0.44 0.38 0.37 0.35 0.35 0.36 0.36 0.38 0.37 0.38
平成22年 0.40 0.44 0.46 0.45 0.48 0.51 0.53 0.53 0.54 0.55 0.56 0.57
平成23年 0.60 0.60 0.60 0.59 0.60 0.60 0.60 0.62 0.63 0.61 0.61 0.63
平成24年 0.63 0.63 0.64 0.65 0.68 0.65 0.66 0.67 0.69 0.67 0.67 0.68
平成25年 0.70 0.72 0.73 0.74 0.73 0.78 0.80 0.82 0.84 0.88 0.91 0.94
平成26年 0.94 0.95 0.94 0.97 0.99 0.97 0.97 0.96 0.95 0.96 0.97 1.00
平成27年 1.00 1.02 1.03 1.02 1.06 1.04 1.05 1.05 1.08 1.09 1.09 1.09
平成28年 1.10 1.14 1.13 1.18 1.17 1.17 1.17 1.19 1.20 1.21 1.22 1.23
平成29年 1.24 1.23 1.21 1.25 1.27 1.30 1.29 1.29 1.32 1.34 1.38 1.38
平成30年 1.36 1.37 1.39 1.37 1.37 1.38 1.40 1.39 1.41 1.39 1.41 1.34
平成31年 1.37 1.37 1.36 1.37 1.36 1.35 1.35 1.35 1.32 1.32 1.31 1.37
令和２年 1.27 1.25 1.14 1.08 0.93

季節調整済有効求人倍率（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

　　＊令和元年12月以前の数値は、令和２年1月公表時に新季節指数により改訂されている。
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　　　　　　　　　 年　月 （前月） （前年同月） 対前年同月

２年 ２年 元年 増減率、差

5月 4月 5月

　項　目 (%、ﾎﾟｲﾝﾄ)

①　月間有効求職者数　（人） 12,516 12,743 12,264 2.1

②　新規求職申込件数　（件） 2,752 3,333 2,817 △ 2.3

③　月間有効求人数　　（人） 8,952 10,230 12,903 △ 30.6

④　新規求人数　　　　（人） 2,856 3,223 4,445 △ 35.7

⑤　就職件数　　　　（件） 526 711 884 △ 40.5

⑥　充足数　　　　　（人） 477 663 828 △ 42.4

⑦　有効求人倍率(③/①)(倍) 0.72 0.80 1.05 △ 0.33

⑧　新規求人倍率(④/②)(倍) 1.04 0.97 1.58 △ 0.54

⑨　就職率（⑤/②×100)(％) 19.1 21.3 31.4 △ 12.3

⑩　充足率（⑥/④×100)(％) 16.7 20.6 18.6 △ 1.9

⑪　月間有効求人数　　（人） 7,101 7,978 10,019 △ 29.1

⑫　新規求人数　　　　（人） 2,238 2,559 3,337 △ 32.9

⑬　就職件数　　　　　（件） 391 502 645 △ 39.4

⑭　充足数　　　　　（人） 357 469 604 △ 40.9

⑮　有効求人倍率(⑪/①)(倍) 0.57 0.63 0.82 △ 0.25

⑯　充足率（⑭/⑫×100)(％) 16.0 18.3 18.1 △ 2.1

⑰　月間有効求職者数　（人） 8,228 8,513 8,741 △ 5.9

⑱　新規求職申込件数　（件） 1,692 2,171 1,993 △ 15.1

⑲　月間有効求人数　　（人） 7,350 8,995 10,093 △ 27.2

⑳　新規求人数　　　　（人） 2,287 2,614 3,115 △ 26.6

㉑　就職件数　　　　　（件） 515 815 762 △ 32.4

㉒　充足数　　　　　（人） 473 754 713 △ 33.7

㉓　有効求人倍率(⑲/⑰)(倍) 0.89 1.06 1.15 △ 0.26

㉔　新規求人倍率(⑳/⑱)(倍) 1.35 1.20 1.56 △ 0.21

㉕　就職率（㉑/⑱×100)(％) 30.4 37.5 38.2 △ 7.8

㉖　充足率（㉒/⑳×100)(％) 20.7 28.8 22.9 △ 2.2

 (注)1. △は減少である。
      2. 正社員の有効求人倍率は正社員の月間有効求人数をパートタイムを除く常用の月間有効求職者数で除して算出
      しているが、パートタイムを除く常用の有効求職者数には派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、
      厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

雇用形態別常用職業紹介状況（新規学卒者を除く）

パ
ー
ト
タ
イ
ム
を
除
く
常
用

正
　
社
　
員

常
用
的
パ
ー
ト
タ
イ
ム
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（1） 年次別最低賃金の履行確保を主眼とする監督指導結果

平成２７年

平成２８年

平成２９年

平成３０年

平成３１年

令和２年

（2） 業種別の状況(令和２年)

製造業

商　　業

接客娯楽業

その他

計 364 43 11.8%

違反率
（②÷①）×100

163

96

48

57

15

11

6

11

9.2%

監督実施事業場数
①

違反事業場数
②

11.5%

12.5%

19.3%

341 37 10.9%

364 43 11.8%

287 38 13.2%

439 53 12.1%

292 19 6.5%

231 53 22.9%

最低賃金の履行確保を主眼とする監督指導結果

監督実施事業場数
①

違反事業場数
②

違反率
（②÷①）×100
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適用使用者数 適用労働者数

Ｅ１１１４，Ｅ１１１５，Ｅ１１１６，Ｅ１１１９，Ｅ１１２９，Ｅ１１４，Ｅ１１５６，Ｅ１１５７，Ｅ１１５
８，Ｅ１１５９の一部，Ｅ１１９３，Ｅ１１９８，Ｅ１１０，Ｌ７２８２

Ｅ２１１，Ｅ２１２１，Ｅ２１２９，Ｅ２１４１，Ｅ２１６，Ｅ１１１３，Ｅ２１０，Ｌ７２８２

Ｅ２５，Ｅ２６（一部除く），Ｅ２７０，Ｅ２７１，Ｅ２７２，Ｌ７２８２

Ｅ２７３（Ｅ２７３７，Ｅ２７３８除く），Ｅ２７５，Ｅ２８，Ｅ２９（Ｅ２９５，Ｅ２９７，Ｅ２９９除く），Ｅ
３０，Ｅ２７０，Ｌ７２８２

Ｅ３１１，Ｅ３１０，Ｌ７２８２

Ｉ５６，Ｌ７２８２

※　特定（産業別）最低賃金の適用労働者数は、28年センサスをもとに次により計算した。

各種商品小売業
36 4,975

小　　　　　　　計 1,187 68,135

27,006

自動車・同附属品製造業
107 8,568

滋賀県最低賃金・特定(産業別）最低賃金 、適用使用者数・適用労働者数

最 低 賃 金 名

滋 賀 県 最 低 賃 金 38,836 543,300

特

定

(

産

業

別

)

最

低

賃

金

紡績業,化学繊維製造業、その他の織物業、染色整理業、繊維粗製品製造業、
その他の繊維製品製造業

82 2,104

ガラス・同製品、セメント・同製品、衛生陶器、炭素・黒鉛製品、炭素繊維製造業
63 4,484

はん用機械器具、生産用機械器具、業務用機械器具製造業
541 20,998

計量器・測定器・分析機器・試験機、光学機械器具・レンズ、電子部品・デバイ
ス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業

358

特定（産業別）最低賃
金の適用労働者数 「28年センサス」

令和元年度最低賃金に関する基礎調査により推計した適用除外労働者数（推

計値）
＝ －
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令
和

2
年

7
月

8
日

現
在

開
始

時
刻

会
　

　
　

議
　

　
　

名
出

席
者

7
月

2
8
日

(火
)

1
0
時

0
0
分

滋
賀

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
（
第

２
回

）
全

委
員

・
中

央
最

低
賃

金
審

議
会

の
目

安
報

告

7
月

2
8
日

(火
)

1
4
時

0
0
分

滋
賀

県
最

低
賃

金
専

門
部

会
（
第

１
回

）
専

門
部

会
委

員
・

滋
賀

県
最

低
賃

金
の

改
正

決
定

審
議

・
金

額
審

議

7
月

3
1
日

(金
)

9
時

3
0
分

滋
賀

県
最

低
賃

金
専

門
部

会
（
第

２
回

）
専

門
部

会
委

員
・

滋
賀

県
最

低
賃

金
の

改
正

決
定

審
議

・
金

額
審

議

8
月

4
日

(火
)

9
時

3
0
分

滋
賀

県
最

低
賃

金
専

門
部

会
（
第

３
回

）
専

門
部

会
委

員
・

滋
賀

県
最

低
賃

金
の

改
正

決
定

審
議

・
金

額
審

議

8
月

5
日

(水
)

9
時

3
0
分

滋
賀

県
最

低
賃

金
専

門
部

会
（
第

４
回

）
専

門
部

会
委

員
・

滋
賀

県
最

低
賃

金
の

改
正

決
定

審
議

・
金

額
審

議

8
月

5
日

(水
)

1
4
時

0
0
分

滋
賀

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
（
第

３
回

）
全

委
員

・ ・
滋

賀
県

最
低

賃
金

の
改

正
決

定
（
答

申
）

特
定

（
産

業
別

）
最

低
賃

金
の

改
正

決
定

に
係

る
必

要
性

の
有

無
（
諮

問
）

8
月

1
7
日

(月
)

9
時

3
0
分

特
別

検
討

小
委

員
会

小
委

員
会

委
員

・
特

定
(産

業
別

)最
低

賃
金

の
改

正
決

定
に

係
る

必
要

性
に

つ
い

て

8
月

2
1
日

(金
)

1
0
時

0
0
分

滋
賀

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
（
第

４
回

）
（
異

議
審

）
全

委
員

・ ・ ・

滋
賀

県
最

低
賃

金
答

申
に

関
す

る
異

議
審

議
特

定
(産

業
別

)最
低

賃
金

の
改

正
決

定
の

必
要

性
の

有
無

（
答

申
）

特
定

(産
業

別
)最

低
賃

金
の

改
正

決
定

（
諮

問
）

令
和

２
年

度
  

滋
賀

地
方

最
低

賃
金

審
議

会
開

催
日

程
（
案

）

日
　

　
　

付
主

　
　

要
　

　
議

　
　

題
　

　
（
予

定
）
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